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実務対応のポイント� ●

齢
社
会
を
反
映
し
て
、
成
年
後

見
制
度
を
利
用
し
た
預
金
取
引

利
益
の
た
め
に
財
産
に
関
す
る
す
べ
て

の
法
律
行
為
に
代
理
権
が
あ
り
ま
す

（
民
法
８
５
９
条
１
項
）。
預
金
等
の
払

戻
し
に
つ
い
て
は
「
財
産
管
理
」
に
あ

た
り
、
成
年
後
見
人
の
職
務
と
し
て
、

成
年
後
見
人
に
適
正
な
代
理
権
が
与
え

ら
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
つ
ま

り
、
金
融
機
関
は
成
年
被
後
見
人
の
代

わ
り
に
成
年
後
見
人
が
来
店
し
た
ら
、

払
戻
し
を
行
え
る
わ
け
で
す
。

　

ま
た
、
成
年
被
後
見
人
が
単
独
で
行

っ
た
法
律
行
為
に
つ
い
て
は
、
成
年
後

見
人
が
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
ま
す

（
民
法
９
条
）。
た
だ
し
日
用
品
の
購

入
、
そ
の
他
日
常
生
活
に
関
す
る
行
為

に
つ
い
て
は
取
消
の
対
象
と
は
な
り
ま

せ
ん
。
つ
ま
り
成
年
被
後
見
人
も
、
日

常
生
活
に
必
要
な
範
囲
の
払
戻
し
で
あ

れ
ば
単
独
で
行
え
る
の
で
す
。

　

こ
こ
で
問
題
と
な
る
の
が
、
成
年
後

見
人
・
成
年
被
後
見
人
と
の
取
引
が
併

用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
と
、
金
融
機
関

側
が
「
日
常
生
活
に
必
要
か
ど
う
か
」

の
判
断
を
す
る
こ
と
に
な
り
、
取
引
の

都
度
、
成
年
後
見
人
に
確
認
を
と
る
必

要
性
が
生
じ
る
と
い
う
こ
と
で
す
。
こ

の
よ
う
な
対
応
は
困
難
と
考
え
ら
れ
ま

す
。
で
す
か
ら
、
実
務
上
は
成
年
被
後

見
人
と
の
取
引
は
避
け
て
、
成
年
後
見

人
と
の
取
引
に
限
定
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
と
思
わ
れ
ま
す
。

登
記
事
項
証
明
書
等
で 

登
記
さ
れ
て
い
る
か
確
認

③
成
年
後
見
人
へ
の
実
務
対
応

　

成
年
後
見
人
が
来
店
し
、
既
存
口
座

に
つ
い
て
「
預
金
者
が
成
年
被
後
見
人

と
な
っ
た
た
め
、
以
後
は
私
が
払
い
戻

し
に
来
る
」
と
い
う
旨
の
申
し
出
が
あ

れ
ば
、「
成
年
後
見
制
度
に
関
す
る
届

出
書
」
を
提
出
し
て
も
ら
い
ま
す
。
届

出
書
が
提
出
さ
れ
る
と
金
融
機
関
は
速

や
か
に
「
後
見
の
設
定
」
を
行
い
、
預

金
等
の
財
産
を
成
年
後
見
人
の
管
理
下

に
置
く
た
め
の
手
続
き
を
行
い
ま
す
。

　

成
年
後
見
制
度
に
関
す
る
届
出
書
に

は
、
連
名
で
成
年
被
後
見
人
、
成
年
被

後
見
人
の
住
所
、
氏
名
、
届
出
印
を
記

入
・
押
印
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す

が
、
成
年
後
見
人
に
は
代
理
権
が
付
与

さ
れ
て
お
り
、
成
年
被
後
見
人
に
代
わ

っ
て
代
筆
す
る
こ
と
に
問
題
は
あ
り
ま

せ
ん
。
届
出
印
に
つ
い
て
は
省
略
す
る

こ
と
も
可
能
で
す
。

　

確
認
書
面
と
し
て
「
登
記
事
項
証
明

書
」（
登
記
が
終
了
し
て
い
な
い
場
合

に
は
、
家
庭
裁
判
所
の
審
判
書
の
金
融

機
関
届
出
用
抄
本
お
よ
び
確
定
証
明

書
）
を
提
示
し
て
も
ら
い
、
来
店
者
が

成
年
後
見
人
と
し
て
登
記
さ
れ
て
い
る

こ
と
等
を
確
認
し
ま
す
。
金
融
機
関
に

よ
っ
て
は
、
成
年
後
見
人
の
印
鑑
登
録

証
明
書
を
求
め
る
と
こ
ろ
も
あ
り
ま

す
。
ま
た
、
成
年
後
見
人
の
本
人
確
認

な
ど
を
行
う
こ
と
も
必
要
で
す
。

　

一
方
で
、
成
年
後
見
人
が
来
店
し
、

「
成
年
被
後
見
人
用
に
預
金
口
座
を
作

り
た
い
」
と
言
わ
れ
た
場
合
は
、
ど
う

す
れ
ば
よ
い
で
し
ょ
う
か
。
こ
の
場
合

も
、
前
述
の
既
存
口
座
と
変
わ
ら
ず
成

年
後
見
制
度
に
関
す
る
届
出
書
・
登
記

事
項
証
明
書
を
提
示
し
て
も
ら
う
と
と

も
に
、
成
年
被
後
見
人
の
取
引
時
確
認

や
成
年
後
見
人
の
所
定
の
確
認
を
行
い

ま
す
。

　

な
お
、
預
金
口
座
の
名
義
に
つ
い
て

は
、
従
来
の
成
年
被
後
見
人
の
名
義
を

変
更
し
な
く
て
も
構
い
ま
せ
ん
。
成
年

後
見
制
度
を
利
用
し
て
も
預
金
の
帰
属

は
成
年
被
後
見
人
自
身
に
あ
る
か
ら
で

す
。
成
年
後
見
人
の
管
理
下
に
あ
る
こ

と
を
認
識
で
き
る
状
況
で
足
り
る
と
思

わ
れ
ま
す
。

　

普
通
預
金
の
よ
う
に
反
覆
し
て
払
戻

し
が
予
定
さ
れ
る
場
合
に
は
、
成
年
後

見
人
か
ら
印
鑑
届
を
徴
求
し
て
対
応
し

ま
す
。
財
産
管
理
の
法
律
行
為
に
つ
い

て
は
包
括
的
な
代
理
権
が
成
年
後
見
人

に
は
あ
り
ま
す
か
ら
、
預
金
の
払
戻

し
・
解
約
等
に
つ
い
て
は
、
成
年
被
後

見
人
の
署
名
や
印
鑑
な
し
で
成
年
後
見

人
が
単
独
で
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

最
後
に
、
預
金
者
の
後
見
に
つ
き
、

家
庭
裁
判
所
は
必
要
に
応
じ
て
「
成
年

後
見
監
督
人
」
を
選
任
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
こ
の
場
合
、
民
法
第
13
条
１

項
に
規
定
さ
れ
た
特
定
行
為
（
借
財
ま

た
は
保
証
す
る
こ
と
等
）
を
行
う
に
あ

た
り
、
成
年
後
見
監
督
人
の
同
意
も
必

要
で
す
。
選
任
の
有
無
は
登
記
事
項
証

明
書
で
確
認
が
可
能
で
す
。

は
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。
各
制
度
に

つ
い
て
混
同
し
て
取
扱
い
を
行
わ
な
い

よ
う
に
注
意
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

以
下
で
は
、
ま
ず
「
後
見
」
に
つ
い
て

見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

成
年
後
見
人
を 

相
手
方
に
限
定
し
て
取
引

①
後
見
と
は
ど
ん
な
制
度
か

「
後
見
」
と
は
、
精
神
上
の
障
害
に
よ

り
事
理
を
弁
識
す
る
能
力
を
欠
く
常
況

に
あ
る
人
（
成
年
被
後
見
人
）
を
対
象

と
し
て
成
年
後
見
人
を
選
任
し
、
保

護
、
支
援
す
る
制
度
で
す
（
民
法
７

条
）。
成
年
被
後
見
人
は
、
簡
単
な
日

常
生
活
を
除
い
て
判
断
能
力
が
な
い
人

が
該
当
す
る
と
い
え
ま
す
。

②
預
金
払
戻
時
の
基
本
的
な
考
え
方

　

成
年
後
見
人
は
、
成
年
被
後
見
人
の

高

●短期集中連載●

成年後見人・保佐人・補助人との
預金取引はこのように行おう

◦預金名義人（成年被後見人）と
は原則として取引を行わないよ
うにする

◦代理人（成年後見人）と取引を
行うのが基本。最初にその印鑑
届などをもらい、反復的な払戻
しに備える

登
記
を
確
認
の
う
え
取
引
相
手
を

成
年
後
見
人
に
限
定
す
る
の
が
基
本

①「
成
年
後
見
人
」と
取
引
す
る
際
の
ポ
イ
ン
ト

●後見の内容

要件 対象者の判断
能力

 ・�精神上の障害より事理を弁識す
る能力に欠ける者

 ・�一般的には、認知症、知的障
害、精神障害等により物事を判
断する能力が不十分な者

開始の手続き

申立権者 本人、配偶者、四親等内の親族、
検察官、市区町村長等

本人の同意 不要

医師の鑑定 原則必要

成年後見人の
権限

必ず与えられ
る権限

財産管理についての全般的な代理
権、取消権（日常生活に関する行
為は除く）

申立により与
えられる権限 ─

選任される者
援助者 成年後見人

監督人 成年後見監督人

援助者の一般的義務 本人の意思尊重義務、身上配慮義
務

制度を利用した場合の制限
事項

医師、税理士等の資格や会社役
員、公務員等の地位を失うなど

　預金者が成年後見制度を利用した場合、その代理人となる後見人等と取引
を行う際の留意点等を解説します。�解説＝中澤裕樹 en クリエイティブ代表


